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１．はじめに
わが国の製造業は、空洞化が問題にされてから久しい。そのような中、各地域は起業を増加させようと、様々な
施策を実施してきた。本研究では、都道府県を対象に都市部と農村部、工業集積地域と工業非集積地域における製
造業の成長・衰退要因とそのパターンを分析する。最初に、都道府県を４つの地域に区分し、その区分にしたがっ
て地域別賃金格差の推移をまとめるとともに、格差の要因分析を試みる。さらに、地域別生産額の推移とその格差
がどのように変化しており、その成長・衰退パターンをもたらしている原因を探る。
なお、本稿は文部科学省科学研究費助成研究「大都市部と農村部における製造業の存立基盤特性と競争特性の比
較研究」（課題番号14330037）による助成を受けて行ったものである。
２．製造業に関する統計
製造業に関する統計としては、①事業所・企業統計調査（旧、事業所統計調査）、②工業統計調査、③工業実態調
査などがある。
事業所・企業統計調査は、総務省（旧、総務庁）が５年に１回（1981年までは３年ごと、最近は1996年、2001年
に調査が実施されており、1999年に簡易調査が行われた）、わが国の全事業所（除く個人経営の農業など）を対象に
実施する調査で、事業所の国勢調査版といえる。調査項目は業種別、地域別、規模別の事業所数や従業者数などが
中心である。工業統計調査は、経済産業省（旧、通商産業省）が毎年実施している調査で、業種別、地域別、規模
別の事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額、現金給与総額などである。ただし、対象事業所は４人
以上の事業所および30人以上の事業所が中心である。工業実態基本調査は、経済産業省（旧、通商産業省）が５年
から６年に１回調査をしている標本調査で、工業の生産構造、販売構造、取引構造、輸出入構造、業態構造など、
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主として工業内部の構造を調査している。
上記以外に、国勢調査でも工業（製造業）の就業者数を把握することができる。
３．地域区分の定義
本研究の目的は、都市部と農村部および工業集積地域と工業非集積地域における製造業の成長パターンを分析す
ることであるから、地域を区分することから始めなければならない。ここでは、47都道府県の地域区分を、農業と
製造業の特化係数を用いて、都市部工業集積地域、農村部工業集積地域、都市部工業非集積地域、農村部工業非集
積地域の４区分とした（図表１、図表２および参考資料１参照）。
なお、ｉ県ｊ産業特化係数は平成12年国勢調査の従業地就業者数（従業者数）データを用いて作成した。
全国全産業従業者数 
全国ｊ産業従業者数 
ｉ県全産業従業者数 
ｉ県ｊ産業従業者数 
ｉ県ｊ産業特化係数 ＝ 
図表１　特化係数による地域区分 
製造業特化係数≧１．０ 製造業特化係数＜１．０ 
農業特化係数＜１．０ 都市部工業集積地域 都市部工業非集積地域 
農業特化係数≧１．０ 農村部工業集積地域 農村部工業非集積地域 
図表２　都道府県の地域区分結果     
１．都市部 
工業集積地域 
２．農村部 
工業集積地域 
３．都市部 
工業非集積地域 
４．農村部 
工業非集積地域 
埼玉県 
富山県 
石川県 
福井県 
岐阜県 
愛知県 
三重県 
滋賀県 
京都府 
大阪府 
兵庫県 
奈良県 
広島県 
山形県 
福島県 
茨城県 
栃木県 
群馬県 
新潟県 
山梨県 
長野県 
静岡県 
岡山県 
東京都 
神奈川県 
福岡県 
北海道 
青森県 
岩手県 
宮城県 
秋田県 
千葉県 
和歌山県 
鳥取県 
島根県 
山口県 
徳島県 
香川県 
愛媛県 
高知県 
佐賀県 
長崎県 
熊本県 
大分県 
宮崎県 
鹿児島県 
沖縄県 
図表１　特化係数による地域区分
図表２　都道府県の地域区分結果
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４．製造業の地域別賃金格差の要因分析
４．１　従業者１人当たりの現金給与総額（製造業計）の実態－工業統計ベースの分析－
生活者にとって、賃金水準は最も重要な指標の一つである。従業者30人以上の事業所を対象に、地域別の現金給
与総額を比較したところ、都市部工業非集積地域が最も高く、都市部工業集積地域、農村部工業集積地域、農村部
工業非集積地域の順になっている。全国格差の推移をみると、都市部工業非集積地域は2002年まではほぼ横這いで
あったが、2003年には大幅に賃金水準を下げている。都市部工業集積地域は横這いである。農村部工業集積地域は
1986年までは横這いであったが、その後一貫して賃金水準を上げてきている。農村部工業非集積地域はバブル崩壊
前は賃金水準を下げていたが、バブル崩壊後は賃金水準を上げている。
なお、本稿で用いている基礎データは参考資料２～６を参照されたい。
４．２　賃金格差の要因分解
地域別の賃金水準は、上述のように、長期でみれば変化している。ここでは、どのような要因で賃金水準が変化
してきたのかを分析するために、要因分解を試みた。
全国、各地域の製造業における従業者１人当たりの現金給与総額（Ｄ／Ｅ）は、次の３つの要因の積として分解
可能である。また、従業者１人当たりの生産額、つまり、生産性（Ｙ／Ｅ）は（Ｍ／Ｅ）×（Ｙ／Ｍ）のように要
因分解できる。
Ｅ：従業者数、Ｄ：現金給与総額、Ｍ：原材料使用額、Ｙ：生産額、Ｖ：付加価値額
従業者数 
現金給与総額 
＝ 従業者１人当たりの現金給与総額 （従業者数30人以上の事業所） 
全国の従業者１人当たりの現金給与総額 
ｉ地域従業者１人当たりの現金給与総額 
＝ 従業者１人当たりの現金給与総額の全国格差 
図表３　 賃金水準（現金給与総額／従業者数）の推移  －全国格差－ 
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ここで、Ｄ／Ｅは賃金水準、Ｙ／Ｅは生産性、Ｖ／Ｙは付加価値率、Ｄ／Ｖは付加価値労働分配率、Ｍ／Ｅは従
業者１人当たりの原材料使用額であり受注力、Ｙ／Ｍは原材料１単位で何単位の生産ができるかを表すため技術力
を示す加工度である。
各地域の従業者１人当たりの現金給与総額およびその要因を全国のそれで割ると、次式が得られる。ここでｄは、
各地域の値を全国値で割った格差を示す。
上式はその定義から常に成り立つので、賃金水準と各要因は正の相関が得られると予想される。そこで、1979年
～2003年の４地域区分の全国格差のデータを用いて、回帰分析を実施した。なお、＜　＞内はｔ値、 RR は決定係
数、 RRBは自由度修正済み決定係数、 DFは自由度、MAPEは平均絶対誤差率である。ｔ値の大きさから、賃金水
準に対して、決定力を持っているのは、生産性（ d（Y／E））であることが明らかとなった。さらに、生産性の構成
要因の中では、受注力（d（M／E））の決定力が高くなっている。
d（D／E）＝－2.018613＋1.0071191＊d（Y／E）＋1.0086658＊d（V／Y）＋1.0059087＊d（D／V）
＜－126.086＞＜223.371＞ ＜117.323＞ ＜64.607＞
RR＝0.9994 RRB＝0.9993 DF＝96 MAPE＝0.31
d（D／E）＝－3.235205＋1.0292853＊d（M／E）＋1.2336556＊d（Y／M）＋0.93172294＊d（V／Y）＋1.0426743＊d（D／V）
＜－119.876＞＜205.178＞ ＜ 39.632＞ ＜57.313＞ ＜68.922＞
RR＝0.9994 RRB＝0.9994 DF＝95 MAPE＝0.25
図表４～図表８は、各要因と賃金水準の関係をみたものである。縦軸は全て賃金水準であり、横軸は各要因の対
全国格差である。各プロットは1979年～2003年のデータである。生産性格差と賃金水準には明らかに正の相関がみ
られ、生産性が賃金水準の決定要因であることがわかる。これに対して、付加価値率や付加価値労働分配率は地域
別に大きな差はなく、賃金水準には大きな決定力を持っていない。さらに、生産性を受注力と加工度に分解すると、
受注力が賃金水準に大きな影響を与えていることがわかる。
× × × ＝ × × ＝ 
V 
D 
Y 
V 
d 
M 
Y 
d 
E 
M 
d 
V 
D 
d 
Y 
V 
d 
E 
Y 
d 
E 
D 
d d（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） 
0.6
0.7
0.8
0.9
1.0
1.1
1.2
1.3
0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3
生産性格差（Ｙ／Ｅ） 
都市部 
工業非集積地域 
都市部 
工業集積地域 
農村部 
工業非集積地域 
農村部部 
工業集積地域 
賃
金
水
準
（
Ｄ
／
Ｅ
）
 
図表４　生産性格差と賃金水準－全国格差－
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図表５　付加価値率と賃金水準－全国格差－
図表６　付加価値労働分配率と賃金水準－全国格差－
図表７　受注力と賃金水準－全国格差－
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５．地域の成長・衰退パターンの実証的観察
５．１　地域区分別生産額の推移
地域の成長という場合には、生産規模が問題にされることが多い。ここでは、上記４地域区分の規模の推移をみ
るとともに、地域間構成比の変化を観察する。図表９および図表10は生産額と構成比の推移をみたものである。規
模は地域を構成する都道府県の数が異なるため、大きな意味はない。推移をみると、４地域とも同じような動きを
しているが、都市部工業集積地域で変動が激しくなっている。とりわけ、バブル期の生産拡大が顕著である。また、
農村部工業集積地域は、都市部工業非集積地域や農村部工業非集積地域を引き離して堅調に推移している。
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図表８　加工度と賃金水準－全国格差－
0
20,000
40,000
60,000
80,000
100,000
120,000
140,000
1979年 1984年 1989年 1994年 1999年
都市部工業集積地域 農村部工業集積地域 
都市部工業非集積地域 農村部工業非集積地域 
生
産
額
（
十
億
円
）
 
図表９　地域別生産額の推移
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５．２　地域の成長・衰退パターン
（1）地域の成長・衰退パターンの考え方
生産規模は、従業者数と生産性の積で示される。上述のように、生産性は賃金率を決定する重要な要因であるが、
たとえ生産性が低くとも、豊富な労働力を利用できれば地域としては成長できることになる。このような成長は地
域社会にとっては失業を減少させ、良い結果をもたらす。つまり、
において、Ｅあるいは（Ｙ／Ｅ）の両方ないしはどちらかが大きくなれば、成長の可能性はあり、地域にとって良
好な結果が得られることになる。
また、地域の生産規模が拡大しても、そのことが直ちに地域間競争の勝者であることを示すものではない。製造
業の場合、海外進出や逆輸入など多くの競争にさらされている。したがって、市場占有率などの競争優位性を保つ
ことも地域間競争においては重要なことである。本来は海外をも含めた全世界的見地から分析すべきであるが、デ
ータの制約等から、国内の４地域区分を対象に1979年以降の地域の成長・衰退の動きを紹介する。ここで扱う定式
化も非常に簡単なものである。地域の成長・衰退を示す指標を生産額の全国構成比で示すと、地域別のＹ＝Ｅ×
（Ｙ／Ｅ）式を、全国のそれで割ればよいことになる。全国値で割った格差をｄで示すと、以下のように表すことが
できる。
（2）都市部工業集積地域の成長・衰退パターン
都市部工業集積地域は、1980年以降1992年までは相対的生産規模が増加しており、その後1999年までは相対的生
産規模を減少させている。2000年以降再び相対的生産規模が増加している。相対的生産規模を増加させている1980
年から1992年と、2000年以降はその要因が全く異なっている。1980年～1992年は生産性が上がることによって、相
対的生産規模を高めてきたが、2000年以降は従業者数要因によって相対的生産規模を高めている。都市部工業集積
地域の従業者数は1991年をピークに減少しているが、他地域も従業者数が減少しており、相対的に従業者構成比が
高くなっている。バブル崩壊後、都市部工業集積地域の製造業はかなり厳しい状況におかれ、廃業やリストラがな
されたと考えられる。2000年まで生き残った製造業は、かなり経営基盤のしっかりした事業所と思われ、その後は
地域間競争力を強めている。
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図表10 生産額の地域別構成比の推移
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（3）農村部工業集積地域の成長・衰退パターン
農村部工業集積地域は、1979年以降数年を除いて相対的生産規模が増加してきた。1982年までは相対的従業者数
の増加により、その後1988年までは相対的従業者数と生産性の上昇により成長を続けてきた。1989年と1992年に相
対的生産規模が低下したものの、1995年までは生産性の上昇により力強い回復をしている。1996年に再び相対的生
産規模が低下したが、その後は従業者数要因により相対的生産規模が増加している。2001年および2003年は生産性
要因により衰退したが、従業者数要因は引き続き堅調である。農村部工業集積地域も従業者数は減少しているが、
他の地域よりは減少幅は小さく、製造業がこの地域では重要な役割を果たしていると考えられる。
（4）都市部工業非集積地域の成長・衰退パターン
都市部工業非集積地域は、1979年以降数年を除いて相対的生産規模が低下している。この間、景気変動によって
生産性要因は上昇したり低下したりしているが、従業者数要因は低下を続けている。このような状況から推察する
と、都市部工業非集積地域では、第３次産業に押されて、製造業は継続できない状況にあると思われる。
□は生産額全国構成比が前年比プラスを、◆は前年比マイナスを示す 
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図表11 従業者数全国構成比と生産性格差：都市部工業集積地域
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図表12 従業者数全国構成比と生産性格差：農村部工業集積地域
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（5）農村部工業非集積地域の成長・衰退パターン
農村部工業非集積地域は、1981年から1987年にかけて生産性要因の低下により、相対的生産規模を低下させてき
た。1988年から1994年にかけては従業者要因によって相対的生産規模が増加している。1994年以降従業者数要因は
低下傾向にあるが、生産性要因が上昇傾向にあり、相対的生産規模は増加している。農村部工業非集積地域はバブ
ル期に都市部で製造できなくなった事業所の移転等により、相対的に従業者数の減少が低かったと思われるが、バ
ブル崩壊後は事業所の規模縮小等により従業者数要因での成長はみられない。今後、生産性を上げていけるかどう
かがこの地域の製造業の存立の鍵となるであろう。
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図表13 従業者数全国構成比と生産性格差：都市部工業非集積地域
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図表14 従業者数全国構成比と生産性格差：農村部工業非集積地域
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６．とりまとめ
本研究では、都道府県を対象に都市部と農村部、工業集積地域と工業非集積地域における製造業の成長・衰退要
因のパターンを整理した。ここでは同質地域と考えられる４つの地域区分にしたがって全体的動向を概観した。し
かしながら、同じ地域区分の中でも成長・衰退にはばらつきがあることが予想され、それぞれの県の施策等を細か
く分析する必要性も強く感じている。これらは今後の研究課題として、現時点で明らかとなった点をまとめて、本
稿のとりまとめとする。
◆　賃金水準は都市部工業非集積地域が最も高く、都市部工業集積地域、農村部工業集積地域、農村部工業非集積
地域の順になっている。しかしながら近年農村部で賃金水準の上昇がみられ、格差は徐々に縮小してきている。
◆　賃金水準の決定要因は付加価値率や付加価値労働分配率ではなく、生産性に決定的に依存している。さらに、
生産性を決定づけている要因は、技術力を示す加工度ではなく、営業力を示す受注力の差であった。
◆　都市部工業集積地域は、バブル崩壊以前は生産性の上昇により地域間競争に勝ってきたが、バブル崩壊後は低
迷している。2000年以降は生き残った製造業の競争力により、その地位を若干上げている。
◆　農村部工業集積地域は、1979年以降数年を除いて相対的生産規模を増加させてきている。期間により多少のば
らつきはあるが、生産性要因、従業者数要因ともに他の地域よりは堅調であり、製造業がこの地域では重要な
役割を果たしていると考えられる。
◆　都市部工業非集積地域は、1979年以降数年を除いて相対的生産規模が低下している。この間、景気変動によっ
て生産性要因は上昇したり低下したりしているが、従業者数要因は低下を続けており、製造業は継続できない
状況にあると思われる。
◆　農村部工業非集積地域は、バブル期には従業者要因によって相対的生産規模が増加していたが、その後は生産
性要因が上昇傾向にあり、相対的生産規模は若干増加している。今後、生産性を上げていけるかどうかがこの
地域の製造業の存立の鍵となるであろう。
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全国 63,032,27 12,887,417 12,202,064 4.6 19.4 1.00 1.00 2
北海道 2,730,830 172,228 263,702 6.3 9.7 1.38 0.50 4
青森県 731,410 93,314 88,756 12.8 12.1 2.79 0.63 4
岩手県 730,486 91,980 127,259 12.6 17.4 2.75 0.90 4
宮城県 1,149,671 61,550 173,568 5.4 15.1 1.17 0.78 4
秋田県 588,702 61,547 106,0411 0.51 8.0 2.28 0.93 4
山形県 644,455 70,467 149,391 10.9 23.2 2.39 1.20 2
福島県 1,062,542 98,380 243,710 9.3 22.9 2.02 1.18 2
茨城県 1,432,120 117,767 350,241 8.2 24.5 1.80 1.26 2
栃木県 1,025,308 73,528 276,492 7.2 27.0 1.57 1.39 2
群馬県 1,042,870 71,741 285,904 6.9 27.4 1.50 1.42 2
埼玉県 2,697,149 82,152 617,793 3.0 22.9 0.66 1.18 1
千葉県 2,305,174 111,252 341,926 4.8 14.8 1.05 0.77 4
東京都 8,519,469 27,350 1,248,373 0.3 14.7 0.07 0.76 3
神奈川県 3,505,678 41,464 675,578 1.2 19.3 0.26 1.00 3
新潟県 1,268,809 90,663 272,193 7.1 21.5 1.56 1.11 2
富山県 592,556 23,275 159,701 3.9 27.0 0.86 1.39 1
石川県 617,033 19,951 130,990 3.2 21.2 0.71 1.10 1
福井県 441,042 19,369 111,634 4.4 25.3 0.96 1.31 1
山梨県 450,194 39,253 104,951 8.7 23.3 1.90 1.20 2
長野県 1,202,359 133,432 292,220 11.1 24.3 2.42 1.26 2
岐阜県 1,021,333 38,535 286,605 3.8 28.1 0.82 1.45 1
静岡県 2,026,152 102,973 576,263 5.1 28.4 1.11 1.47 2
愛知県 3,786,405 104,194 1,042,324 2.8 27.5 0.60 1.42 1
三重県 896,492 35,905 238,703 4.0 26.6 0.87 1.38 1
滋賀県 631,977 22,326 193,605 3.53 0.6 0.77 1.58 1
京都府 1,255,095 32,980 259,313 2.62 0.7 0.57 1.07 1
大阪府 4,632,133 21,567 929,975 0.52 0.1 0.10 1.04 1
兵庫県 2,348,264 57,608 501,386 2.5 21.4 0.54 1.10 1
奈良県 497,795 20,196 101,521 4.1 20.4 0.89 1.05 1
和歌山県 478,295 47,338 79,450 9.9 16.6 2.16 0.86 4
鳥取県 321,026 33,919 57,905 10.6 18.0 2.31 0.93 4
島根県 388,402 35,178 63,467 9.1 16.3 1.98 0.84 4
岡山県 950,789 59,273 207,989 6.2 21.9 1.36 1.13 2
広島県 1,441,244 59,849 281,677 4.2 19.5 0.91 1.01 1
山口県 736,404 44,669 132,686 6.1 18.0 1.32 0.93 4
徳島県 386,892 34,699 66,915 9.0 17.3 1.96 0.89 4
香川県 511,816 33,587 98,118 6.6 19.2 1.43 0.99 4
愛媛県 711,420 56,903 127,407 8.0 17.9 1.75 0.93 4
高知県 394,112 42,379 39,607 10.8 10.0 2.35 0.52 4
福岡県 2,333,654 78,648 316,655 3.4 13.6 0.74 0.70 3
佐賀県 429,980 44,707 73,839 10.4 17.2 2.27 0.89 4
長崎県 699,197 46,123 85,940 6.6 12.3 1.44 0.63 4
熊本県 879,341 97,230 123,049 11.1 14.0 2.41 0.72 4
大分県 583,085 49,257 84,331 8.4 14.5 1.84 0.75 4
宮崎県 568,857 66,378 77,114 11.7 13.6 2.55 0.70 4
鹿児島県 828,112 89,819 105,143 10.8 12.7 2.37 0.66 4
沖縄県 556,142 30,514 30,654 5.5 5.5 1.20 0.28 4
従業地就業者数（人） 構成比（％） 特化係数 
地域区分 
総数 農業 製造業 製造業 農業 製造業 農業 
資料）平成12年「国勢調査」（通勤通学編） 
地域区分は、１＝都市部工業集積地域、２＝農村部工業集積地域、３＝都市部工業非集積地域、４＝農村部工業 
非集積地域である。 
参考資料１　都道府県の地域区分結果
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1979年 2,645 7,576 37,737 60,475 60,927 20,507
1980年 2,670 8,127 45,836 69,963 71,261 22,537
1981年 2,729 8,746 47,714 74,021 74,409 23,514
1982年 2,709 9,164 48,218 76,526 76,715 24,973
1983年 2,740 9,588 48,995 78,591 78,518 25,790
1984年 2,788 10,085 53,22 485,35 385,618 28,434
1985年 2,839 10,760 56,146 90,538 90,734 30,087
1986年 2,836 11,088 52,996 87,515 87,269 29,447
1987年 2,805 11,168 51,631 87,646 87,159 30,443
1988年 2,842 11,690 56,814 95,834 96,398 34,211
1989年 2,885 12,404 62,908 104,830 105,522 37,073
1990年 2,929 13,206 68,650 113,811 114,631 39,925
1991年 2,989 14,023 72,112 119,807 120,754 42,084
1992年 2,965 14,274 69,122 116,497 116,580 40,767
1993年 2,895 14,106 64,044 109,348 108,951 38,299
1994年 2,764 13,725 60,100 103,744 103,181 36,673
1995年 2,760 13,976 60,974 105,731 106,007 38,799
1996年 2,722 14,112 62,714 109,251 109,610 40,596
1997年 2,685 14,288 66,203 112,893 113,338 40,372
1998年 2,620 13,915 61,527 105,882 105,751 37,424
1999年 2,517 13,357 58,212 101,197 100,823 35,879
2000年 2,484 13,249 62,302 105,767 105,602 36,567
2001年 2,447 12,960 60,322 102,217 102,097 35,157
2002年 2,3581 2,2085 7,289 98,417 98,008 34,451
2003年 2,325 11,884 59,387 100,573 100,288 34,932
付加価値額 
（十億円） 
従業者数 
（千人） 
現金給与総額 
（十億円） 
原材料使用額等 
（十億円） 
製造品出荷額等 
（十億円） 
生 産 額 
（十億円） 西暦年 
資料）経済産業省、「工業統計表（産業編）」、従業者30人以上の事業所 
1979年 1,460 3,533 18,219 29,009 29,246 9,642
1980年 1,487 3,837 22,917 34,578 35,081 10,611
1981年 1,542 4,232 24,165 36,842 37,060 11,197
1982年 1,553 4,493 24,601 38,326 38,436 11,939
1983年 1,588 4,738 25,551 40,101 40,201 12,637
1984年 1,658 5,120 28,527 44,782 45,191 14,433
1985年 1,710 5,530 30,116 48,105 48,253 15,450
1986年 1,710 5,740 28,339 46,762 46,541 15,289
1987年 1,705 5,811 28,051 47,192 47,155 16,134
1988年 1,736 6,189 30,567 51,564 51,838 18,059
1989年 1,762 6,593 33,601 56,174 56,497 19,494
1990年 1,803 7,135 36,896 60,818 61,213 20,702
1991年 1,847 7,705 39,316 65,200 65,719 22,331
1992年 1,831 7,841 37,399 63,033 62,933 21,366
1993年 1,785 7,802 35,054 60,052 59,799 20,551
1994年 1,745 7,789 34,125 59,485 59,401 21,032
1995年 1,715 7,881 35,677 61,721 62,021 22,196
1996年 1,703 8,032 36,627 63,394 63,469 22,709
1997年 1,698 8,190 38,518 66,216 66,371 23,344
1998年 1,662 8,030 35,911 62,646 62,542 22,022
1999年 1,619 7,780 34,490 61,017 60,585 21,577
2000年 1,597 7,725 36,423 63,416 63,553 22,572
2001年 1,560 7,642 35,121 60,741 60,504 20,723
2002年 1,490 7,260 33,628 59,176 58,955 20,749
2003年 1,483 7,009 34,890 60,047 60,004 20,750
付加価値額 
（十億円） 
従業者数 
（千人） 
現金給与総額 
（十億円） 
原材料使用額等 
（十億円） 
製造品出荷額等 
（十億円） 
生 産 額 
（十億円） 西暦年 
資料）経済産業省、「工業統計表（産業編）」、従業者30人以上の事業所 
参考資料２　都市部工業集積地域の基礎データ
参考資料３　農村部工業集積地域の基礎データ
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1979年 1,256 4,042 18,646 30,674 30,909 10,760
1980年 1,248 4,303 22,606 35,776 36,231 12,021
1981年 1,262 4,604 23,898 37,888 38,119 12,384
1982年 1,239 4,759 23,911 38,359 38,548 12,685
1983年 1,229 4,888 23,570 38,666 38,583 12,976
1984年 1,227 5,107 25,652 41,224 41,495 13,690
1985年 1,222 5,275 25,968 42,328 42,489 14,308
1986年 1,212 5,365 23,373 39,682 39,465 13,765
1987年 1,178 5,273 22,269 39,207 39,142 14,526
1988年 1,171 5,440 23,633 41,422 41,638 15,661
1989年 1,178 5,788 25,956 45,577 45,853 17,387
1990年 1,187 6,049 28,167 49,194 49,497 18,663
1991年 1,200 6,385 29,279 50,723 51,045 18,997
1992年 1,177 6,330 27,529 48,152 48,006 17,632
1993年 1,124 6,156 25,527 45,138 45,014 16,651
1994年 1,080 6,060 23,884 43,143 42,890 16,206
1995年 1,046 5,944 24,543 44,025 44,091 16,804
1996年 1,015 5,958 25,282 44,642 44,715 16,684
1997年 996 5,935 26,238 45,740 45,789 16,620
1998年 974 5,840 24,369 42,518 42,618 15,352
1999年 916 5,450 22,459 39,909 39,576 14,338
2000年 870 5,194 22,815 40,063 39,929 14,471
2001年 835 5,000 21,484 37,312 37,301 13,192
2002年 725 4,329 18,179 31,208 31,014 10,481
2003年 707 3,882 18,571 31,926 31,863 10,919
付加価値額 
（十億円） 
従業者数 
（千人） 
現金給与総額 
（十億円） 
原材料使用額等 
（十億円） 
製造品出荷額等 
（十億円） 
生 産 額 
（十億円） 西暦年 
資料）経済産業省、「工業統計表（産業編）」、従業者30人以上の事業所 
1979年 1,277 2,983 18,847 28,426 28,692 8,448
1980年 1,282 3,182 24,823 34,676 35,459 9,149
1981年 1,313 3,444 25,305 36,236 36,352 9,486
1982年 1,308 3,620 25,278 36,604 36,716 9,741
1983年 1,327 3,751 24,794 36,662 36,615 10,079
1984年 1,370 3,939 25,882 38,848 38,930 11,154
1985年 1,394 4,171 26,429 40,236 40,305 11,623
1986年 1,389 4,304 22,404 36,383 35,998 11,251
1987年 1,389 4,342 20,875 35,454 35,321 12,024
1988年 1,425 4,583 22,400 38,380 38,535 13,544
1989年 1,459 4,842 24,410 41,968 42,202 14,549
1990年 1,504 5,207 26,849 45,235 45,508 15,173
1991年 1,557 5,594 28,286 47,770 48,123 16,124
1992年 1,559 5,791 27,242 47,378 47,533 16,321
1993年 1,527 5,851 25,796 45,826 45,746 16,083
1994年 1,495 5,906 24,937 45,311 45,296 16,440
1995年 1,466 5,925 25,858 46,884 46,943 16,960
1996年 1,441 5,940 26,993 48,184 48,253 16,964
1997年 1,426 5,994 29,009 50,435 50,752 17,227
1998年 1,387 5,877 26,980 47,736 47,832 16,283
1999年 1,337 5,683 25,779 46,425 46,2091 5,846
2000年 1,314 5,589 27,441 48,754 48,723 16,520
2001年 1,255 5,399 26,467 46,495 46,211 14,864
2002年 1,189 4,985 25,404 44,432 44,265 14,185
2003年 1,175 4,837 26,443 45,664 45,687 14,749
付加価値額 
（十億円） 
従業者数 
（千人） 
現金給与総額 
（十億円） 
原材料使用額等 
（十億円） 
製造品出荷額等 
（十億円） 
生 産 額 
（十億円） 西暦年 
資料）経済産業省、「工業統計表（産業編）」、従業者30人以上の事業所 
参考資料４　都市部工業非集積地域の基礎データ
参考資料３　農村部工業集積地域の基礎データ
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1979年 6,639 18,133 93,449 148,585 149,774 49,356
1980年 6,687 19,449 116,181 174,993 178,032 54,319
1981年 6,846 21,027 121,083 184,987 185,940 56,581
1982年 6,808 22,036 122,008 189,814 190,415 59,338
1983年 6,884 22,966 122,911 194,020 193,916 61,482
1984年 7,042 24,251 133,285 210,207 211,235 67,710
1985年 7,166 25,736 138,658 221,207 221,780 71,468
1986年 7,147 26,496 127,113 210,342 209,273 69,752
1987年 7,077 26,594 122,826 209,499 208,777 73,126
1988年 7,174 27,903 133,414 227,199 228,409 81,476
1989年 7,283 29,626 146,875 248,550 250,074 88,502
1990年 7,422 31,596 160,562 269,058 270,848 94,464
1991年 7,593 33,707 168,994 283,499 285,640 99,536
1992年 7,533 34,236 161,292 275,059 275,052 96,086
1993年 7,331 33,915 150,420 260,364 259,510 91,584
1994年 7,085 33,479 143,048 251,683 250,767 90,352
1995年 6,987 33,726 147,053 258,361 259,063 94,759
1996年 6,882 34,041 151,616 265,470 266,047 96,953
1997年 6,806 34,407 159,967 275,285 276,250 97,564
1998年 6,642 33,661 148,787 258,782 258,744 91,082
1999年 6,390 32,270 140,940 248,549 247,193 87,639
2000年 6,265 31,758 148,980 258,000 257,808 90,130
2001年 6,098 31,001 143,395 246,765 246,114 83,936
2002年 5,762 28,782 134,500 233,233 232,242 79,865
2003年 5,690 27,612 139,291 238,210 237,842 81,350
付加価値額 
（十億円） 
従業者数 
（千人） 
現金給与総額 
（十億円） 
原材料使用額等 
（十億円） 
製造品出荷額等 
（十億円） 
生 産 額 
（十億円） 西暦年 
資料）経済産業省、「工業統計表（産業編）」、従業者30人以上の事業所 
参考資料６　全国の基礎データ
